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研究の目的

本研究では北海道・厚岸町におけるカキ・エビ漁業者の、環境変化によってもた

らされる資源の枯渇という問題にどのように対応してきたかを手がかりに、開発

と保護の両立を目指した環境ガバナンスへの重要な政策的提言を試みる。



牡蠣養殖

1982~3年のカキの大量斃死の以前と以後
1890年（明治23年）の屯田兵の入植以前は、厚岸地方の人口も比較的少なく、カキの再生産は自然の力

によって維持することができた。

明治時代 -様々な加工食品に使われ始めたことと漁獲量が増加していた時期。、これに伴いカキの個数

と漁獲量が減少する傾向。対策が実施ー利用者の制限や資源の保全そして別の場所から牡蠣の種苗

を取り入れる

対策によって、一時回復したが、1980年代にカキの大量斃死が起きる

これをきっかけに垂下式とカキ島から厚岸湖の水深が深い方に移転。この変化は漁業権を変えることに

も繋がった。

1998年に厚岸町カキ苗センターの設立とシングルシード方式の導入によって地元生まれと育ちの牡蠣、

カキえもん、が誕生し、ブランドとして販売。

出所: 濱田、2009



別寒辺牛川の環境と1980年代の出来事との関係
別寒辺牛川の環境と厚岸湖:

夏の低水温ーカキの繁殖と成長に影響

別寒辺牛川の上流における土地開発や森林の伐採と川に流れる廃棄物や土砂によって厚岸湖の環境に影

響の可能性

資源の乱獲

1980年代のカキの大量斃死に対して異

なる説明と厚岸湖と別寒辺牛川の関係

を示している。

出所:

犬飼と西尾、1937年

川辺, 2006

若葉, 2007



2011年の東日本大震災以後の影響及び変化
地元の種苗の利用の拡大と宮城県からの種苗のバランスの考え

厚岸湖における漁場の整理。厚岸漁業協同組合とカキ養殖漁業者の話し合いによりロープの数と漁場区画の境

界が明確になり、漁場の間の操業が楽になった

漁場の変化によって、カキの身入りが良くなったーカキと餌となるプランクトンののバランスが震災前と比べると良
くなり、カキも良く育ち、大きい物が増えた. 

牡蠣、漁獲量と金額、

2008年~2015年

出所: 厚岸漁業協同組合、

著者により変更

出所:

厚岸漁業協同組合, 

カキ養殖漁業者, 

厚岸臨海実験所の

仲岡雅裕教授



図1: 調整されたカキ養殖漁業の漁場の地図

出所:

厚岸漁業協同組合



えびかご産業

• 20人

• 北海シマエビを主に漁獲（大黒シマエビとしてブランド化)

• ２００２年までは、年間平均漁獲量は４から５トンと安定していたが、２０

０３年以降は平均３トンと減少傾向にあった

• シマエビの年間漁獲量が減るにつれ、「漁獲量を増やす」事にのみ意識

を向けてしまった。

• 漁業者自身たちも、シマエビ減少の実感はあったが資源減少の解決には

踏み込めず以前と変わらぬ漁法を行っていた。



２００７年におけるえびかご産業の転機

転換期-シマエビの加工所を所有の必要 & 2007年に保健所から衛生指導

出所: 高田, 2013

変更点:
● エビ籠班の操業期間は６月から８月下旬までの

２ヶ月間に縮めた

● 一人あたりの籠の所有数の上限は５０個に減

らし、網目の数も１４から１０へと減った

● シマえび捕獲数の上限などは定められていな

いが、平均して一つの籠から２０匹しかエビ

が獲れなかった場合, 漁業者は漁獲を控えるよ

うに警告を受けるなどといった、籠を目安と

した漁業者の乱獲を防ぐような改革が行われ

た。



現在のえびかご産業

シマエビの漁獲量は2008年には1,956.97 kgだったが、翌年 3,402.20kgまで増えた. 

下記の表を見ると、2008年から2015年の漁獲量は27,8525.83 kg、金額は85,430円増えた. 

表 1: 北海シマエビ年間平均獲量と金額

出所: 厚岸漁業協同組合



2007年以前まで使用された篭 2008年以降から現在まで使用されている篭

2007年以前まで使用された篭の網目 2008年以降から使用されている篭の網目



結び

本研究は、いかなる条件下において資源利用者が限られた自然資源を保護する重要性を理解し、持続可能な資源の利用

と管理へとつなげることができるのかという問題を考察してきた。

漁業者にとっての難しさは

１）資源が将来増えるか減るかのかという予想が全くできないこと

２）自分だけが資源を保護しても他者が乱獲をし続けることで損を被ること

3）漁獲量を減らしたり漁を一時停止することは、収入減に直接つながること

果たして、漁業者が抱えるこうした不安を政策によって、解決あるいは緩和することができるであろうか。エビ籠漁の事

例からは、北海道庁の出先機関である釧路区水産技術普及指導所が科学知識など有用な情報を漁業者と共有することで、

漁業者がエビ漁の方法を変えるきっかけを作った。

近年、日本社会は、高齢化と人口減少、TPPなど貿易自由化と国内第１次産業の衰退、地球規模の気候変動と生物多様性

の危機など、それを取り巻く環境が急激に変わっている。そうした中、経済開発・地方創生と環境保護・資源保全の難し

いバランスを取ることが政策に求められている。

生物多様性を守る環境とどのように共生することができるのであろうか。
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